
がん対策を支えるがん登録② 
第4期がん対策推進計画へのがん登録の活用 
47 都道府県のがん対策推進計画における「が
ん登録」活用状況と取り組み 

大木いずみ 

埼玉県立大学/栃木県立がんセンター 

1． はじめに
がん対策基本法（2007 年施行）により、

国はがん対策推進協議会の議論を踏まえて

がん対策推進基本計画を策定した。それを

受けて都道府県は、がん対策推進計画を策

定し、2期、3期と見直し検討を行った。国

の基本計画が更新されたことを受けて、

2024年 3月にはすべての都道府県で第４期

計画を策定した。本稿では、この計画におけ

る「がん登録」の関わりの状況を報告し、現

状のがん登録の課題と展望について述べた

い。 

2． 目的 
がん対策におけるがん登録の役割を整理

し、活用方法を検討するために①②③を目

的とした。 

①国のがん対策推進基本計画 1 期から 4 期

を通してがん登録の位置づけを振り返り、

今後の方向性を共有する 

②都道府県がん対策推進計画（栃木県をと

りあげ）経年的に観察する

③第 4 期都道府県がん対策推進計画（47 都

道府県）の状況を把握し、課題を検討する

3． 資料と方法 
①厚生労働省．がん対策推進基本計画．

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunits

uite/bunya/0000183313.htmlよりがん対策

推進基本計画を入手した。②栃木県がん対

策推進計画とがん登録の関係を 1～４期の

計画（冊子体）を入手してまとめた。③第 4

期がん対策推進計画については 2024年 4月

時点で Web 上に公表されており、ほぼ全都

道府県（参考表）で入手を完了し比較した。

情報収集は本文に焦点をあて、指標一覧や

ロジックモデルなどの資料については含め

なかった。 

4． 結果 

第１期計画

◆登録精度向上（目標値）
◆罹患数
◆部位別の割合
※単年のデータからの集計

第2期計画

◆登録精度向上（目標値）
◆罹患数
◆部位別の割合
◆相対生存率
◆がんの早期発見（発見経緯による臨床進行度割）
◆年齢別がん罹患状況
※単年のデータからの集計

第3期計画

◆登録精度向上（モニタリング値）
◆罹患数
◆部位別の割合
◆相対生存率
◆がんの早期発見（発見経緯による臨床進行度割）
◆年齢別がん罹患状況
◆小児・AYA世代のがん罹患状況
◆高齢者のがん罹患状況
※罹患率の経年変化、相対生存率の全国との比較

第4期計画

◆登録精度向上（モニタリング値）
◆罹患数
◆部位別の割合
◆相対生存率
◆がんの早期発見（発見経緯による臨床進行度割合）
◆年齢別がん罹患状況
◆小児・AYA世代のがん罹患状況
◆高齢者のがん罹患状況
※罹患率の経年変化、相対生存率の全国との比較
※データの蓄積と精度向上により信頼性が高まった

表１ 栃木県がん対策推進計画とがん登録 
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①国のがん対策推進基本計画 1～4期

1、2期では重点的に取り組むべき事項・

課題に「がん登録」が整理された。2期と 3

期の間（2013 年）にがん登録推進法が成立

し 2016 年から全国がん登録が開始した。 

3期は、「がん予防」「がん医療の充実」「が

んとの共生」に整理され、がん登録は「がん

医療の充実」に記載された。4期では、「が

ん予防」「がん医療」「がんとの共生」分野に

分かれ、がん登録は「これらを支える基盤」

において「がん登録の利活用の推進」とされ

た。 

②都道府県がん対策とがん登録（栃木県）

栃木県の 1～４期がん対策推進計画とが

ん登録の関係を表 1に示す。 

③47の都道府県がん対策推進計画（4期）

山形県、埼玉県、新潟県、長野県、鳥取県、

広島県、山口県では保健医療計画にまとめ

て掲載していた。都道府県のがんの状況と

して、罹患率・死亡率・相対生存率の指標が

用いられていた。また、地域別の罹患や死亡

を示すものもあり、従前の計画に比べて活

用が進んだ。進行度や小児・AYA世代、就労

者の罹患数を全国がん登録から活用してい

た。「がん登録」はすべての計画に現状把握

として記述され、多くは分野別目標を支え

る基盤として、精度維持向上とともにデー

タの利活用をあげた。

5．考察 
罹患率・死亡率、生存率の引用は、粗・年

齢調整、モデル人口や 75歳未満、院内・全

国がん登録で混乱することが懸念された。

がん対策を評価するためには即時性も重要

で、現状把握・評価において課題であった。 

がん検診については、がん登録を用いた精

度管理を本文に記述するものは限られてい

た。保健医療計画の中では、データの即時

性、罹患率・死亡率の粗・年齢調整、モデル

人口について、他の分野との整合性も必要

と考えられた。 

〈参考．47 都道府県のがん対策推進計画（4 期）〉  2024年 4 月時点 
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